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2024年11月1日

臨時レポート
日銀10月 金融政策の現状維持を決定

7月会合で0.25%に引き上げた政策金利を、9月に続き2会合連続で据え置きへ

 10月の日銀金融政策決定会合において、前回9月会合に引き続き金融政策の現状維持が決定された。
 植田総裁は、足もと米国経済の『リスク度合いは少しずつ下がってきている』と述べ、政策判断に時間的

な余裕があるという表現は今後使わないと説明した。
 日銀は海外経済・金融市場の動向等を見極め、今後も政策修正を慎重に進める構え。
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出所)図表1,2は日本銀行、図表3はブルームバーグのデータをもとにニッ
セイアセットマネジメント作成

 日銀は10月30～31日の金融政策決定会合で、前
回9月会合に続き金融政策の現状維持を決定しま
した(図表1)。衆院選での与党大敗による政局不安
定化の影響や、米国を中心とした海外経済・金融
市場動向等の見極めの観点から、今会合での政策
金利据え置きの見方が市場で広がっていました。

 展望レポートでは、2025年度の消費者物価指数
(除く生鮮食品)上昇率の見通しを、原油等の資源
価格下落の影響により前回の2.1％から1.9％に下
方修正しましたが、26年度にかけて日銀が目標と
する2％程度と概ね整合的な水準で推移する見方
を改めて示しました(図表2)。

 植田総裁は会見で(金融政策の運営について)『経
済・物価の見通しが実現していくとすれば、それ
に応じて引き続き政策金利を引き上げ金融緩和の
度合いを調整していく』姿勢を堅持しました。ま
た、日銀は8月以降、米国の弱い経済統計や金融
市場の混乱を受けて追加利上げの判断において
『時間的な余裕がある』との見解を示してきまし
たが、この点に関して植田総裁は『リスク度合い
は少しずつ下がってきている』と述べたうえで、
政策判断に時間的な余裕があるという表現は今後
使わないと説明しました。

図表1：当面の金融政策運営について

データ期間：2024年8月1日～2024年10月31日(日次)

図表2： 10月展望レポート(経済と物価の見通し)

図表3：日経平均株価、米ドル／円相場の動向

 31日の日経平均株価は、前日の米株安の流れを受
けたほか、会合結果発表後の為替の円高進行によ
り一時400円超安となる場面がありました。一方、
投資家の押し目買い意欲も強く、引けにかけて下
げ幅を縮小、前日比−0.50％で終えました。米ド
ル／円相場は、植田総裁の記者会見を受けて日銀
が想定よりも早く利上げに動くとの思惑が広がっ
たことから円買いが進行、一時1ドル=152円付近
まで上昇しました(図表3)。

 日銀は先行きの金融政策正常化を判断するにあ
たって、経済・物価見通しの実現可能性に加え、
米国を中心とした海外経済や金融市場の動向、物
価と賃金の好循環等を見極めるとの姿勢を示して
います。なお、次の追加利上げ時期について市場
参加者の大半は2025年1月会合までの実施を予想
しています。国内の政局不安に11月5日の米大統
領選と内外の政治の先行きが不透明であり、円安
加速のリスクもあるなか、日銀は今後も細心の注
意を払った政策運営が求められそうです。

(円) (円)

(月/日)

※政策委員見通しの中央値(▲はマイナスを表します)

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物価指数
（除く生鮮食品）

2024年度 対前年度比
（7月との差異）

＋0.6％
（0.0%）

+2.5％
（0.0%）

2025年度 対前年度比
（7月との差異）

＋1.1％
(+0.1%)

+1.9％
(▲0.2%)

2026年度 対前年度比
（7月との差異）

＋1.0％
(0.0%)

+1.9％
(0.0%)

(1) 金融市場調節方針

長期国債の
買入れ

 月間の長期国債の買入れ予定額を、
原則として毎四半期4,000億円程度
ずつ減額し、2026年1～3月に3兆
円程度とする

 2025年6月の金融政策決定会合では、
長期国債買入れの減額計画の中間評
価を行う

 長期金利が急激に上昇する場合には、
毎月の買入れ予定額にかかわらず、
機動的に、買入れ額の増額などを実
施する

CP等、社債等
について

買入れ額を段階的に減額し、2025年3
月をめどに買入れを終了する

(2)資産買入れ方針

政策金利 政策金利(無担保コール翌日物レート)を
0.25％程度で推移するよう促す
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コールセンター 0120-762-506
 ９：00～17：00(土日祝日・年末年始を除く)

ホームページ       https://www.nam.co.jp/
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